






















　アードルフ・ワーグナーAdolph Heinrich GotthilfWagner, 1835-1917
の代表的論考の一つである「社会的財政政策および租税政策について」
1891年Uber sozialeFinanz- und Steuerpolitik,in:Archiv fiirsoziale


























































































































































































































もとづく組織には，次の三種のものがある(Ad. Wagner, Grundlegung der





































































































のものがこれである(Ad. Wagner, Rede iiberdie socialeFrage,Berlin1872, S.
30 ff.)o
　1.労働時間の短縮や日曜労働の廃止に結びついた労賃引き上げ。
　2.労働者の疾病，廃疾，老齢による自活不能のケースでの保護，寡婦。
　　孤児への救護などの試みや措置。
－129－
　3.工場労働者の保護のための工場立法。
　4.（消費組合などにょる）労働者のための質的にヨリよい，ヨリ廉価な
　　消費物の供給，住居改善。
　5.下層階級の精神的・道徳的・宗数的向上のための改革措置，授業料
　　の安い，また適切な授業計画をもつ初等義務教育など。
　6.最重要な措置の一つとしての，労働者階層ないし下層の人々のため
　　の税制改革。
　この総括によってワーグナーが，「社会政策」の対象と，その解くに値
する問題性としている所が，第一義的に資本主義経済の分配過程にかかわ
る諸弊害と，そのある程度の是正にあることが，具体的に明確となった。
後に若干のニュアンス上の変化はあるにせよ1），これによってワーグナー
の「社会政策」的立場もまた，一応の確立を見たことになるであろう。
　4.財政（政策的・租税政策）的社会政策と社会（政策）的財政（・租税）
　　政策
　4.のタイトルは，ワーグナーにあっては，「と」で結ばれている前半と
後半とが，互いに類似の内容のものと考えられているように，見えること
もある2）。しかし一般には，一応前者は財政的諸手段を使う社会政策を，
後者は社会政策的目標を（も）追求する財政政策，といったニュアンスで
区別して使用することが普通であろう。
　ワーグナーが1870年代のはじめ，税制改革というある種の財政的社会
―130－
政策が，社会政策遂行の最重要な手段の一つである，と考えていたことは，
すでに述べた1）。
　その後も彼は，社会政策における「財政的手段を使用する」（4ページ）
ことの重要性についての考え方には，さして変る所はなかった2）。
―131－
　「目的意識をもった」財政的社会政策は，「一般的社会政策の，最も有望
で，かつ一特に重要なことではあるが一比較的容易に操作しうる諸手
段の一つである」(5-6ページ），と彼は考え続けていたのである。
　以上のような，ワーグナーにおける，社会政策遂行にあたっての，財政
政策的・租税政策的諸手段の，原理的最重要視は，反面，少なくとも財政
・租税政策における，社会政策的観点の原理的重要視でもある，と大雑把
にはいいえよう。一般的，基本的には，このように考えても大過ないはず
のものと思われる。ただし，こと租税政策における社会政策的観点に関し
ては，原理的にも，必ずしもそうとはいい切れないようにも思われるのだ。
　周知のように，有名なワーグナーの「課税の最高の諸原則」，したがっ
て租税政策の実際的公準は，四つの観点からする九原則の形で展開され
た1）。
－132－
　ワーグナーは，国民連帯的「福祉国家」観的国家活動の増大に起因する，
いわゆる「経費膨脹の法則」を実質的に支えるべく，課税における「財政
政策的系列」の諸原則を最重要なものと考えた。次いで彼は，課税はその
基礎となっている資本主義的国民経済の基本関係を破壊してはならない，
との見地から，「国民経済的系列」の課税諸原則を重視したのである。
　第３の「公正系列」の課税の諸原則は，換言すれば，社会政策的意味
をも含めた，課税の普遍性と平等性の要請である。これは，まず第1，第
２の系列の課税の諸原則の基本的優位性をみとめる。その上で，これら諸
原則の基本を侵さない程度と範囲で，これら諸原則を部分的に修正，ない
しは補完すべきものとされたのである（ワーグナー，前掲『財政学』第２部，
第３章：課税の最高の諸原則）。
　財政機構全体にたいしてもつ，租税ないし課税の地位と機能，また財政
の基礎をなす国民経済にたいする，財政の一部としての租税の機能。これ
らを考え合せてみよう。そうすれば，課税原則論において社会政策的観点
にワーグナーがあたえた，第３順位の重要度は，やむをえない帰結であっ
たのかも知れないのだ。たとえワーグナーが，社会政策目的の租税の原理
的・現実的承認者であり，また「社会政策的課税観点J der socialpolitische
B esteuerungsgesichtspunktをつねに強調していたとしても。
　もう一度強調しておこう。彼の課税原則論のあり方の例からも推測され
るように，ワーグナーにあっては，租税政策における社会政策的観点の重
要度は，原理的にも，あくまで財政政策的観点，国民経済的観点に次ぐ位
置を占めるべきものであったのだ。われわれは，この点を銘記しておかね
ばならない。
　さらに注意すべきは，ワーグナーが，財政的社会政策の内，現実的には
「課税の領域においてのみ，ふつうこの〔社会政策的〕軌道はなお，しり
ごみされたままになって」（6ページ）おり，その社会政策的推進が一番お
くれていること（19ページ）を，批判した点であろう。
　　　　　　　　　　　　　　　－133 －
　たとえば，税制改革においては，「財政との共犯関係なしに，……生じ
た弊害」が問題となる，真の財政的社会政策は現実的には問題とはならな
かった。「まさに財政によって，とりわけ課税の制度によって……引きお
こされた弊害」のみへの「社会政策的顧慮のみが，問題にされてきた」
（いずれも4-5ページ）にすぎなかったこと。さらには「租税累進の原理的
拒否」（6ページ）。これらのことが，財政的社会政策の領域で見られてい
たのである。
　われわれはついに，現実の税制改革にたいする，ワーグナーの社会（政
策）的租税政策論の立場からの批判について，やや具体的に考察し，もっ
て彼の社会（政策）的租税政策論の具体相を総括的に叙述すべき段階に立
ち至った。これについては節を改めて次号で論ずることにしよう。
－134 －
